
 

 

 

 

 

 

安全で安心な三重のまちづくりアクションプログラム・第２弾 

令和３年度の総括（まとめ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

目 次 

 

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１ 

 

Ⅰ アクションプログラムの取組(アクション)の紹介・・・・・・・・Ｐ２ 

 

Ⅱ 県（関係部局）のアクションの紹介 ・・・・・・・・・・・・・Ｐ10 

 

Ⅲ 市町のアクションの紹介 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ24 

 

Ⅳ 県民・事業者の皆さんのアクションのご紹介 ・・・・・・・・・Ｐ25 

 

Ⅴ 数値目標の進捗状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ27 

 

Ⅵ 令和３年度の総括 ～成果と課題をふまえた今後の取組の方向性～・・・Ｐ33 



 

1 

 

はじめに                                 

１．プログラム策定の背景 

平成 14 年以降、県内における刑法犯認知件数は年々減少を続け、平成 27 年には、平成

14年より７割近く減少し、平成に入ってから最少数となる 15,178件を記録しました。 

しかしながら、県民に大きな不安を与える凶悪犯罪、子ども・女性が被害者となる性犯罪

などは後を絶たず、さらには高齢者に対する特殊詐欺の増加、サイバー空間における犯罪も

相次ぐなど、犯罪情勢の急激な変化に伴う新たな課題が発生しました。また、平成 28 年５

月に開催された伊勢志摩サミット後も全国高校総体、三重とこわか国体の開催などにより、

多くの人の来県が見込まれ、交通安全にも一層の注意が求められることが課題となりました。 

こうした課題に対応するとともに、伊勢志摩サミットのレガシー（自分たちの地域は、自

分たちで守るという気運の高まり）を引き継ぎ発展させて、県民と、事業者、警察、行政な

ど、さまざまな主体が力を合わせて、安全で安心な三重のまちづくりをめざし、防犯・交通

安全にかかる取組を総合的に推進するため「安全で安心な三重のまちづくりアクションプロ

グラム」（以下「プログラム」という。）を平成 29年１月に策定しました。 

 

２．プログラム第２弾について 

このプログラムの計画期間が令和元年度末で終了することに伴い、成果や明らかとなった

課題、県民意識の変化や近年の犯罪情勢、傾向等をふまえつつ、令和２年１月に「安全で安

心な三重のまちづくりアクションプログラム・第２弾」（以下「プログラム第２弾」という。）

を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本書は、県民・事業者のさまざまなアクションを広く紹介するとともに、令和３年度の成

果と課題をふまえつつ、翌年度（令和４年度）以降の効果的なプログラム第２弾の促進に資

することを目的とします。 
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Ⅰ アクションプログラム第２弾を踏まえたアクションの紹介                    

１．令和３年度の重点にかかる取組 

（１）市町への具体的提案とフレームワーク活用促進 

  防犯取組等の促進に向けた各市町におけ

る体制的な課題や弱点等にかかる実態把握

を行うとともに、プログラム第２弾をふまえ、

県から各市町に対し、それぞれの実態に応じ

た取組の活性化に向けた具体的提案を行う

ため、ブロック別の意見交換会をオンライン

で実施しました。 

  意見交換会では、「市町が所管する安全安

心まちづくり推進組織」や「警察・教育分野

等との連携状況」などを担当者から聞き取る

ことで、市町ごとに異なる防犯取組の実態把

握に努めました。また、現状の取組を着実に前進させるため、警察署や教育関係部署とい

った市町内で取組の主軸となる主体との可能な範囲での連携を呼びかけました。 

  市町が効率的かつ効果的に「住民等との意見交換の場」を設定するためのツールである

フレームワークの活用促進については、コロナ禍で活動自体を休止している地域も多いこ

とから、対面で意見交換を行うことが困難であるという声がありました。しかし、本フレ

ームワークは市町と地域がつながるためにとても有意義なツールであるため、今後もアフ

ターコロナを見据え、活用の促進を図っていきます。 

 

【実施概要】 

 ブロック 実施日 参加市町 

１ 桑名 ２月 25日 桑名市、木曽岬町、いなべ市、東員町(欠席) 

２ 四日市 ２月 10日 四日市市、朝日町、川越町、菰野町 

３ 鈴鹿 ２月 14日 鈴鹿市、亀山市 

４ 津 ２月９日 津市 

５ 松阪 ２月 18日 松阪市(欠席)、多気町、大台町、明和町 

６ 伊勢 ３月２日 伊勢市（欠席）、玉城町、度会町、南伊勢町、大紀町 

７ 志摩 ３月２日 鳥羽市、志摩市 

８ 伊賀 ２月 16日 伊賀市、名張市(欠席) 

９ 尾鷲 ２月 21日 尾鷲市、紀北町 

10 熊野 ２月 21日 熊野市、御浜町、紀宝町 

  

 

オンラインで意見交換をする様子 
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（２） ３分野連携ワーキンググループの開催   

県の組織の中には、安全安心まちづくりに

関係する所属が多くありますが、各所属間で

の連携があまりなされていないという現状が

ありました。そこで、アクションプログラム

の主軸となる３分野（県・警察・教育委員会）

の連携を強化し、安全安心まちづくりに係る

県の取組がより効果的なものになるよう協議

を重ねる場として、本ワーキンググループを

立ち上げました。 

今年度は３回開催し、各分野での年間スケ

ジュールの共有や、その中で協力できる取組

がないかの検討を行い、「県主催イベントと警察本部主催イベントの統合開催」や「地域

リーダー養成講座における３分野の取組説明」といった連携をすることができました。 

「県主催イベントと警察本部主催イベントの統合開催」については、県及び警察本部が

目的や内容に重なりのあるイベントをそれぞれ別々に開催しているという現状があり、そ

れらを統合開催することによってより効果的な内容で実施できるのではないかといった

ことや、似通った内容のイベントを別日で開催し、その両方に参加してもらうことは参加

者にとって煩雑ではないかといった考えから実現に至りました。 

また、「地域リーダー養成講座における３分野の取組説明」については、県が毎年度開

催している地域リーダー養成講座【詳細は（４）を参照】において、県担当から「安全で

安心な三重のまちづくりアクションプログラム等について」、警察本部担当から「三重県

の犯罪情勢等について」、教育委員会担当から「スクールガードについて」をそれぞれ説

明することで、県の安全安心まちづくりに係る取組等を一括で紹介することができました。 

来年度もこのワーキンググループを継続し、さらなる連携ができるよう協議を重ねてい

きます。 

 

【実施概要】 

実施日 場所 議題 

４月２０日 環境生活部相談室 ・各分野の令和３年度事業について情報共有 

・意見交換 

１０月７日 吉田山会館 

第２０４会議室 

・令和４年度事業に関する情報共有 

・意見交換 

３月１日 吉田山会館 

第１０１会議室 

・令和３年度取組の課題について 

・令和４年度の具体的な連携について 

・ワーキンググループの改善点などについて 

 

 

第３回ワーキンググループの様子 
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（３）新型コロナウイルスの影響も踏まえた今後のありかたについての調査研究 

  新型コロナウイルス感染症は、今年度も拡大縮小の波を繰り返しており、人と人との接

触機会の低減を求められる中、コロナ禍以前の防犯活動を行うことが難しくなってきてい

ます。このような状況の中でも、地域の安全安心を守る活動が継続できるように、コロナ

禍における防犯活動の新たなかたちについて、県外の事例の情報収集を行いました。 

  情報収集の結果は、以下の表にとりまとめましたが、「オンラインを活用した活動」、「感

染リスクの低い活動へのシフト」、「代替措置の検討、実施」の３つに大別されると考えら

れます。 

「オンラインを活用した活動」は、Zoom 等の Web 会議システムを活用しオンラインでつ

ながり、離れた場所でも一体感を持って活動できる工夫です。 

「感染リスクの低い活動へのシフト」は、屋内での啓発活動を屋外で実施したり、あらか

じめ録音した音声を流しながら車でのパトロールを行ったりといった工夫です。 

「代替措置の検討、実施」は、街頭啓発の代わりに動画を作成したり、これまであまりで

きていなかった活動（防犯灯やカーブミラーの点検、各家庭への不安箇所の聞き取り）を行

ったりといった工夫です。 

 

 

工夫種別 具体例 

オンラインを

活用した活動 

・シンクロパトラン（一人ひとりはソロでランニングパトロールしつつ、

スタートとゴールの時間を決めておき、走る前と走った後にオンライ

ンでつながる） 

感染リスクの

低い活動への

シフト 

・屋内（ショッピングセンター等）で行っていた啓発を屋外（郵便局前

等）で実施。また、実施時間の短縮化 

・メロディパトロール（あらかじめ録音した音声を流しながら車（青パ

ト車、パトカー）でパトロールする） 

代替措置の 

検討、実施 

・対面での啓発を実施する代わりに、啓発動画を作成 

・子どもたちとの対面接触を避けるため、学校を通じた啓発物品の配付 

・普段できていなかった防犯灯やカーブミラーの点検、各家庭への不安

箇所の聞き取りを行う 

・イベントを中止し、その余剰資金で啓発物品を作成、配付 
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（４）安全安心まちづくり地域リーダー養成講座の開催 

  防犯ボランティア等の経験が概ね３年以上であり、地域の防犯活動等をけん引する意志

のある方など(※)を対象に、防犯活動を継続していくための有益な知識や、他の活動者を

指導することができるような実践的技術を身に着けていただくための講座を開催しまし

た。今回は、新型コロナウイルス感染症感染防止のため、伊勢会場（伊勢庁舎）と鈴鹿会

場（鈴鹿庁舎）での分散開催とし、県関係職員以外の講師には、Zoom を用いたオンライ

ンで講演・ワークショップを行っていただきました。 

内容としては、まず、県でのアクションプログラム推進の主軸となる県・警察本部・県

教育委員会事務局による「アクションプログラム第２弾」（県）、「県内の犯罪情勢」（県警）、

「スクールガードについて」（教育委員会事務局）の説明を行いました。続けて、「防犯ボ

ランティアが紡ぐ地域での役割～コロナ禍だからこそ必要なこと～」と題し、四日市大学

学長 岩崎恭典教授にご講演いただき、最後は、特定非営利活動法人日本ガーディアン・

エンジェルズの方々に、見守り時に注意して観察すべき点を解説いただいたり、活動開始

前の役割分担や隊列の組み方の実演を通して、防犯活動に係る実践的な技術をご教授いた

だきました。 

本講座の開催の結果、安全安心まちづくり地域リーダーを新たに 27 名養成するととも

に、これまでリーダーのいなかった２市町（伊賀市、御浜町）へ、新たにリーダーを配置

することができました。来年度も全市町へのリーダー配置をめざし、取組を着実に進めて

いきます。 

 (※)今年度は、地域の中で消費者トラブルの未然防止・拡大防止の啓発を行う三重県消費者啓発地域

リーダーにも参加を呼びかけ、２名の参加がありました。 

 

伊勢会場の様子             鈴鹿会場の様子 

【実施概要】 

実施日 場所 対象者 参加者数 

10月 13日 伊勢庁舎４０２会議室 

鈴鹿庁舎４７会議室 

新規リーダー申込のあ

った県民 

27 人 
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２．防犯ボランティア団体の技術向上等にかかる取組 

（１）安全安心まちづくり地域リーダーフォローアップ講座の開催（書面開催） 

  フォローアップ講座は、安全安心まちづくり地域リーダーを対象に、さらなるスキルア

ップや、リーダー相互の情報交換を通じたノウハウの共有を目的に開催するもので、今年

度は、「持続可能な防犯活動の実現手法について知識を深める」、「リーダー同士の横のネ

ットワーク構築を図る」をテーマに開催予定でしたが、新型コロナウイルス感染症の拡大

状況を踏まえ、書面開催となりました。 

  具体的には、事例発表予定団体及び講師（駿河台大学心理学部 小俣謙二教授）が作成

した資料や、個人用ワークシートの送付により、日々の活動の参考となる取組の情報提供

及び持続可能な防犯活動を続けていくための提案を行いました。また、アンケートを送付

し、その回答を取りまとめることで、それぞれの地域で抱える課題やその解決に係る取組

を全リーダーに共有しました。 

来年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大状況を見ながら、対面での意見交換の場を

設定し、地域を越えたリーダー同士の交流を深めることで、リーダー間の結びつきの強化

をめざします。 

 

【実施概要】 

実施日 場所 対象者 参加者数 

２月４日 書面協議 安全安心まちづくり地

域リーダー 

（県民・事業者） 

100 人 

 

（２）安全・安心まちづくりフォーラムの企画 

  県内の防犯活動に従事するボランティアを主な対象とし、防犯活動に関する技術的な情

報提供や、犯罪のない安全で安心な地域を実現するという同じ目的を持った仲間との交

流・意見交換を目的としたイベント「安全・安心まちづくりフォーラム」の開催を企画し

ました。 

このイベントは、「１．令和３年度の重点にかかる取組（２）」のワーキンググループで

の協議を経て、警察本部及び県防犯協会連合会との共催で行うこととし、県の「アクショ

ンプログラム県民大会」と、警察本部の「防犯ボランティアフォーラム」を統合するかた

ちで実施する予定でした。 

残念ながら、新型コロナウイルス感染症拡大により中止となってしまいましたが、これ

まであまり協働できていなかった関係機関との連携強化の第１歩として、とても意義深い

ものとなりました。 
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（３）安心して暮らせるまちづくり出前講座 

県内での安全で安心なまちづくりに係る取組をより一層広げていくとともに、日ごろの

活動の参考としていただくための出前講座を今年度は３回実施し、アクションプログラム

の概要や県の安全安心まちづくりに係る取組について説明するとともに、できる範囲で安

全安心まちづくり活動に協力いただけるよう呼びかけを行いました。 

 

ホームタウン南本町での出前講座の様子 

松阪商工会議所 

交通運輸部会での出前講座の様子 

 

【実施概要】 

実施日 要請のあった団体 対象者 参加者数 

10月 13日 愛知県春日井市立 

知多中学校 

知多中学校３年生 

 

20 人 

12月 6日 ホームタウン南本町 

（伊勢市） 

老人会メンバー 約 20人 

12月 23日 松阪商工会議所 交通運輸

部会 

交通運輸部会部会員 15 人 

３．市町との連携に係る取組 

（１）地域の防犯活動団体（県民・事業者）の統一リストの作成 

  独自アンケートの結果、県内市町の多くが、安全安心まちづくりを推進するための大前

提である防犯活動団体等を十分に把握していないことがわかりました。そこで、警察や教

育委員会が把握している団体等も含めた統一リストの作成市町数１０市町を目標にかか

げ、市町へ作成を促しました。 

令和３年度の成果としては、警察や教育委員会と協議する機会の少ない市町が多いこと

もあって、リストが作成できたのは１市町にとどまり目標達成には至りませんでした。 

 来年度以降も引き続き、統一リストの作成を市町へ働きかけるとともに、市町と警察、

教育委員会が協議する場の設定を支援するなど、関係機関との連携との連携を見据えた取
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組を提案し、安全安心まちづくりに係る推進体制の強化を促進していきます。 

４．事業者との連携にかかる取組 

（１）事業者に対する支援体制の検討 

  「事業者」は、「県民」や「自治体(県・市町)」と並ぶアクションの重要な担い手です

が、その活動促進については、これまでほとんど取組ができていませんでした。また、他

県では、事業者団体や各事業者が参画し、連携して防犯活動を行っている例がありますが、

そのような全県的な推進組織が現状では三重県に存在しません。 

このような状況を打破するため、「令和５年度に事業者に向けた支援制度の運用を開始

すること」及び「令和６年度をめどに事業者団体を含めた全県推進組織を創設すること」

を目標に定め、取組を進めていくことにしました。 

この目標を達成するために、犯罪のない安全で安心なまちづくり推進会議にて、様々な

立場の委員からそれぞれの専門分野の知見を生かした意見を聴取したほか、ほとんどの他

県推進組織において参画している事業者団体を対象にヒアリングを行い、県の取組方針に

ついての意見を聴取するとともに、推進会議へのオブザーバー参加や将来的な全県推進組

織への参画についての依頼を行いました。 

  

【実施概要】 

実施日 事業者団体名 実施日 事業者団体名 

１２月２０日 三重県商工会連合会 ２月３日 三重県警備業協会 

２月３日 三重県経営者協会 ２月７日 三重県中小企業団体中

央会 

 

５．関係機関との連携にかかる取組 

（１）「犯罪のない安全で安心な三重のまちづくり推進会議」の開催 

  標記推進会議は、「犯罪のない安全で安心な三

重のまちづくり条例」第５条の規定における推進

体制を整備するため設置する県の附属機関等に

位置づけられるもので、県の安全で安心なまちづ

くりに係る課題や、施策の方針などについて議論

する重要な場です。 

今年度においては、第１回会議を書面開催（８

月下旬～９月下旬頃にかけて文書で意見照会）で、

第２回会議を３月 16 日に集合会議（一部リモー

ト形式）で開催し、事業者に向けた取組の検討や、

アクションプログラム・第２弾の方向性について協議を行いました。 

 

第２回推進会議の様子 
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【実施概要】 

 実施日 場所 主な協議事項等 参加委員 

第１回 － （書面開催） ・事業者向けの取組について 

・プログラム第２弾令和３年度の総括

（案）について 

－ 

第２回 ３月 16日 津庁舎 

 61会議室 

・プログラム第２弾令和３年度の総括

（案）について 

・令和４年度の取組方針について 

１６名 

会場：１２名 

Web：４名 
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Ⅱ 県（関係部局）の取組状況                         

プログラム第２弾の重点テーマ６項目に関連する県（関係部局）の主要施策の令和３年度

の取組概要等は以下のとおりです。 

【重点テーマ６項目】 

１．地域の防犯力を高める 

２．子どもを犯罪から守る 

３．女性を犯罪から守る 

４．高齢者を犯罪から守る 

５．近年懸念される犯罪等に対する安全・安心を確保する 

６．交通事故ゼロ・飲酒運転ゼロをめざす 

なお、以下に記載の「令和３年度の取組概要」及び「令和４年度の取組方向（予定）」は

令和４年１月末時点での記載であり、令和３年度実績（令和３年度末時点）とは異なる場合

があります。 

１．重点テーマ「地域の防犯力を高める」  

 
令和３年度の取組概要 令和４年度の取組方向（予定） 主担当部 

【安全安心まちづくり地域リーダー養成講座】 

地域の防犯活動等をけん引する意志

のある方などを対象に、「安全・安心ま

ちづくり地域リーダー養成講座」を開催

し、新たに２７名の地域リーダーを養成

しました。 

プログラム第２弾に基づき、市町

との一層の連携強化を図るととも

に、地域の自主的な防犯活動等を促

進するなど、多様な主体との連携に

よる安全で安心な三重のまちづくり

の実現に向けた取組を進めます。 

環境生活部 

（くらし・交通安全課） 

【安全安心まちづくり地域リーダーフォローアップ講座】 

さらに、全地域リーダー１００名に対

し、フォローアップ講座を書面開催し、

県内団体における好事例の共有や学識

経験者による持続可能な防犯活動への

アドバイス、取り組むべき課題や新しい

活動のアイディアを発見するための個

人用ワークシートの実施を通じて、地域

防犯力の向上を図りました。 

新型コロナウイルス感染症対策を

万全に行ったうえで引き続きフォロ

ーアップ講座を開催ことによって、

地域リーダーの一層のスキル向上や

リーダー同士の交流による知識・ノ

ウハウの共有を図ります。 

環境生活部 

（くらし・交通安全課） 

【市町担当者との連携】 

また、市町担当者と県内９ブロックで

の意見交換会を実施し、その中で各市町

における防犯ボランティア団体の把握

状況や、連携体制を確認したうえで、よ

り効果的な防犯取組についての提案、協

市町と個別に意見交換を行い、地

域の現状や課題を把握しながら、市

町ごとの推進体制や取組状況に応じ

た支援を行うことで連携強化を図り

ます。 

環境生活部 

（くらし・交通安全課） 
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議を行いました。 

【地域・事業者・学校等との連携】 

市町や地域住民、ボランティア団体、

事業者、学校等との連携による犯罪防止

に向けた取組を推進した結果、令和３年

中の刑法犯認知件数は戦後最少を記録

しました。引き続き、市町や地域住民な

どさまざまな主体と連携・協働した対策

を推進する必要があります。 

安全で安心できる県民生活を確保

するため、地域の犯罪情勢に応じ、

市町や地域住民、ボランティア団体、

事業者、学校等との連携による犯罪

防止に向けた取組を推進します。 

警察本部 

（生活安全企画課） 

【「子ども安全・安心の店」認定事業】 

自主防犯活動を促進するため、地域に

おける防犯ボランティア活動に取り組

む団体等に対し、防犯活動用物品の配布

や犯罪情報・地域安全情報を提供する等

の支援を推進しました。また、子どもの

登下校時における犯罪被害を防止する

ため、事業所や業界団体への働きかけに

より、子どもの登下校時の見守り活動を

行う「子ども安全・安心の店」認定事業

所の拡充に取り組んだ結果、令和３年

12 月末現在で認定事業所数は 1,261 団

体となりました。引き続き「子ども安

全・安心の店」認定事業所の拡充に取り

組むとともに児童や保護者へ周知を図

るための情報発信に取り組む必要があ

ります。 

地域における防犯ボランティア活

動に取り組む団体等に対して、その

活動が持続するよう、関係機関・団

体等と連携し、防犯活動用物品の配

付や犯罪情報・地域安全情報の提供

等の支援を推進するとともに、県内

全ての小学校区に認定事業所を複数

設置できるよう、各業界団体に対す

る働き掛けを継続し、「子ども安全・

安心の店」の更なる拡充に取り組み

ます。 

警察本部 

（生活安全企画課） 

 

２．重点テーマ「子どもを犯罪から守る」  

 
令和３年度の取組概要 令和４年度の取組方向（予定） 主担当部 

【スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置】 

いじめや暴力行為に対し、心理や福祉

の専門的見地からの支援を十分に行え

るよう、ＳＣとＳＳＷの配置時間を拡充

（ＳＣ：前年度比 20.5％増、ＳＳＷ：

前年度比 45.7％増）し、ＳＣを各学校

に配置するとともに、ＳＳＷを要請のあ

いじめや暴力行為の被害に遭って

いる児童生徒の心のケアや、課題を

抱える児童生徒への支援を一層効果

的に行うため、ＳＣとＳＳＷの配置

時間を拡充します。加えて、ＳＣや

ＳＳＷと連携して、児童生徒の日常

教育委員会 

（生徒指導課） 
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った学校に派遣して支援を行いました。 

また、弁護士によるいじめ予防授業

（小中学校のべ 24 校）や法務相談を実

施するなど、専門人材と連携して対応に

あたりました。 

今後も専門人材や、警察、児童相談所

など関係機関と一層連携し、効果的に支

援を進めていきます。 

的な相談に対応する教育相談員を中

学校と高校に引き続き配置します。

また、弁護士によるいじめ予防授業

の実施や法務相談体制の充実など、

専門人材と連携した支援を進めてい

きます。 

さらに、生徒指導特別指導員の機

動的な運用や、関係機関との連携に

より、学校全体で取り組む体制を整

備していきます。 

【インターネット上における不適切な書き込みへの対応】 

年３回（平日 15 日間を３回）の通常

のパトロールに加え、年間（平日）を通

して新型コロナウイルス感染症に係る

不適切な書き込み等のパトロールを実

施しました。令和３年度は、12月 31日

現在で 814件（うちコロナ関連 333件）

の不適切な書き込みを検知しており、学

校や市町が特定できる書き込みについ

ては、該当市町教育委員会と情報共有を

行い対応しました。 

また、いじめや人権侵害につながるイ

ンターネット上の不適切な書き込みを

通報できるアプリ「ネットみえ～る」を

引き続き運用しました。令和３年 12 月

31 日現在で「ネットみえ～る」のダウ

ンロード数は 4,813件、令和３年度投稿

数は 44 件（うち子どもに関わる投稿は

７件）となっています。寄せられた投稿

については学校や市町教育委員会等の

関係機関と連携し、被害児童生徒を守る

対応をとるとともに、加害児童生徒が特

定された場合は指導を行いました。 

引き続き、インターネット上の不

適切な書き込みを検索するネットパ

トロールを年間通して実施するとと

もに、不適切な書き込みを発見した

場合に、その内容を投稿できるアプ

リ「ネットみえ～る」を運用します。 

 

教育委員会 

（生徒指導課） 

【児童・生徒のネットリテラシー向上】 

児童生徒がいじめや誹謗中傷、ネット

モラルについて考え、学ぶことができる

ケーススタディ教材と教員用指導資料

をホームページに掲載し、一層の啓発に

インターネットやＳＮＳでのいじ

めが増加していることから、高校生

による小学生を対象とした「ＳＮ

Ｓ・ネットの上手な使い方講座」や、

教育委員会 

（生徒指導課） 
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取り組んでいきます。 三重県いじめ防止応援サポーター等

の外部人材によるいじめ防止や情報

モラルに係る出前授業を実施し、子

どもたちのネットリテラシーの向上

に取り組みます。 

また、著名人によるメッセージや、

学校での効果的な取組、いじめ相談

窓口など、いじめ防止に関するさま

ざまな情報を集約し、発信するポー

タルサイトを新たに構築し、一層の

啓発に取り組んでいきます。 

【通学路の安全確保及び学校安全体制の構築】 

通学路等の安全確保については、鈴鹿

市白子地域をモデル地域として、県立白

子高等学校を拠点校に、学校安全アドバ

イザーによる通学路等の安全点検や登

下校の安全対策に係る助言を行いまし

た。学校安全アドバイザーの指導助言の

もと、高校生による交通安全や防犯意識

向上のための動画を作成しており、各県

立学校及び市町等教育委員会に配付し

て活用を促します。また、スクールガー

ド・リーダーを核とし、学校と地域が連

携した学校安全体制の構築に資するた

め、各団体の活動に必要な物品の支援を

行いました。 

 今後も学校安全ボランティアの中心

となるスクールガード・リーダーの育成

に引き続き取り組み、学校と地域が連携

した学校安全体制の構築を進めていき

ます。 

学校における安全推進体制を構築

するため、学校安全アドバイザーを

委嘱し、モデル地域で通学路等の安

全点検や安全マップづくりを実施し

ます。また、通学路等における児童

生徒の安全確保のため、見守り活動

の中心となるスクールガード・リー

ダーを育成するとともに、地域のス

クールガードを養成します。加えて、

県内の公立学校の教員を対象に校種

別の講習会を行い、交通安全及び防

犯対策の指導者を養成し、各学校で

の交通安全教育・防犯教育を進めて

いきます。 

教育委員会 

（生徒指導課） 

【子どもの権利について学ぶことのできるワークシート及びデジタル絵本の作成・配付】 

令和３年度の「三重県子ども条例」施

行 10 周年を機に、子どもが自ら興味を

持って権利について学ぶことができる

よう、小学校高学年の子どもを対象とし

たワークシートを、小学校低学年から未

就学の子どもを対象としたデジタル絵

令和３年度に作成した、子どもが

自ら権利について学ぶことができる

ワークシート（小学校高学年の子ど

もが対象）やデジタル絵本（小学校

低学年から未就学の子どもが対象）

について、引き続き活用するよう学

子ども・福祉部 

（少子化対策課） 
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本を作成・配布し、活用を呼びかけまし

た。 

校等に呼びかけます。 

【「みえ次世代育成応援ネットワーク」】との連携 

「みえ次世代育成応援ネットワーク」

の参加企業・団体等と連携し、県民（住

民、企業・団体）が主体的に子育て支援

活動に関わるためのきっかけとなるよ

うオンライン交流会を進めるなど、子ど

もの育ちを支える地域社会づくりに取

り組みました。 

「みえ次世代育成応援ネットワー

ク」の参加企業・団体等と連携し、

県民（住民、企業・団体）が主体的

に子育て支援活動に関わるためのき

っかけとなるような取組や交流会を

開催し、子どもの育ちを支える地域

社会づくりを進めます。 

子ども・福祉部 

（少子化対策課） 

【相談電話「こどもほっとダイヤル」の実施】 

子どもの声を直接受け止め、子ども自

身が解決に向かうよう支える相談電話

「こどもほっとダイヤル」を実施しまし

た。加えて、青少年にＷｅｂやＳＮＳ等

の適正利用が進むよう zoom も活用し出

前講座を実施しました。 

子どもの声を直接受け止め、子ど

も自身が解決に向かうよう支える相

談電話「こどもほっとダイヤル」を

実施するとともに、青少年にＷｅｂ

やＳＮＳ等の適正利用が進むよう出

前講座を実施します。 

子ども・福祉部 

（少子化対策課） 

【専門職の増員による児童相談所の体制強化】 

令和４年度までの実現をめざし国が

策定した「児童虐待防止対策体制総合強

化プラン」に対応するため、児童福祉司

や児童心理司などの専門職の増員を着

実に進め、児童相談所の体制強化に努め

ました。 

令和４年度までの実現をめざし国

が策定した「児童虐待防止対策体制

総合強化プラン」に対応するため、

引き続き、児童福祉司や児童心理司

などの専門職の増員を着実に進め、

児童相談所の体制強化に努めます。 

子ども・福祉部 

（子育て支援課） 

【ＡＩシステムの活用による児童相談所の対応力強化】 

児童相談所における対応力強化のた

め、ＡＩシステムの活用によるリスクア

セスメントのさらなる精度向上を図り、

迅速で的確な相談対応を行うとともに、

その後の再発防止、家族再統合等の家族

支援のため、ニーズアセスメントツール

の精度を高め、法的対応や介入的支援を

推進しました。 

児童相談所における対応力強化の

ため、ＡＩシステムの活用によるリ

スクアセスメントのさらなる精度向

上を図り、迅速で的確な相談対応を

行うとともに、その後の再発防止、

家族再統合等の家族支援のため、ニ

ーズアセスメントツールの精度を高

め、法的対応や介入的支援を推進し

ます。 

子ども・福祉部 

（子育て支援課） 

【児童相談所における外国人児童の虐待への対応】 

また、北勢地域で増加する外国人児童

の虐待に対応するため、鈴鹿児童相談所

に外国人支援員を配置し、外国人児童の

また、北勢地域で増加する外国人

児童の虐待に対応するため、これま

での鈴鹿児童相談所に加え、北勢児

子ども・福祉部 

（子育て支援課） 
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支援にあたるとともに、見守りを行い虐

待の再発防止に努めました。 

童相談所にも外国人支援員を配置

し、外国人児童の支援にあたるとと

もに、見守りを行い虐待の再発防止

に努めます。" 

【市町における子ども家庭総合支援拠点の設置促進】 

市町における子ども家庭総合支援拠

点の設置を促進する（18 市町／令和３

年度末／予定）とともに、市町とともに

現状の分析や課題・方向性の検討など、

市町を支援するため全市町を対象に定

期協議を実施しました。 

市町をはじめとする関係機関との

連携強化および情報共有を図るた

め、要保護児童対策地域協議会の運

営強化や子ども家庭総合支援拠点の

設置に向けて取り組む市町を支援す

るとともに、市町職員の相談対応ス

キルの向上が図られるよう人材育成

を支援することで、県全体での対応

力強化を図ります。 

子ども・福祉部 

（子育て支援課） 

【要保護児童対策地域協議会運営支援アドバイザーの派遣やスーパーバイザーの派遣】 

関係機関の連携を図る場である市町

要保護児童対策地域協議会の運営を支

援するためのアドバイザーの派遣（８市

町 11 回／予定）や児童相談の進行管理

等を助言するスーパーバイザーの派遣

（３市町 13回／予定）等を行いました。 

 市町をはじめとする関係機関との

連携強化および情報共有を図るた

め、要保護児童対策地域協議会の運

営強化や子ども家庭総合支援拠点の

設置に向けて取り組む市町を支援す

るとともに、市町職員の相談対応ス

キルの向上が図られるよう人材育成

を支援することで、県全体での対応

力強化を図ります。 

子ども・福祉部 

（子育て支援課） 

【児童相談所と警察の連携強化】 

児童相談所と警察との連携を強化す

るため、児童相談センターと県警本部を

オンラインで結び情報共有を行うとと

もに、児童虐待事案に迅速かつ適切な対

応を図るため、合同訓練を実施しました

（１回）。 

 児童相談所と警察との連携を強化

するため、児童相談センターと県警

本部をオンラインで結び情報共有を

行うとともに、児童虐待事案に迅速

かつ適切な対応を図るため、合同訓

練を実施します。 

 被虐待児童や指導等を必要とする

児童について、県内２か所の児童相

談所一時保護所や児童養護施設等に

おいて（委託）一時保護を行い、心

のケア等を行います。 

 

 

子ども・福祉部 

（子育て支援課） 
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【非行防止教室等の開催と SNSにおける不適切な書き込みへの注意喚起等】 

 少年警察ボランティア、関係機関等と

連携し、非行少年等の居場所づくり活動

等の立ち直り支援を実施するとともに、

コロナ禍においても少年の規範意識を

向上させるため、リモート形式の非行防

止教室等開催に取り組みました。また、

児童の性被害につながるＳＮＳ上の不

適切な書き込みに対する注意喚起や中

学生・高校生等を対象にＳＮＳにおける

広報啓発等の対策を実施し、被害の未然

防止を図りました。引き続き、子どもを

犯罪から守る取組を推進する必要があ

ります。 

居場所づくり活動を始めとした非

行少年等の立ち直り支援を実施する

とともに、非行防止教室等の開催に

より少年の規範意識の向上を図りま

す。また、ＳＮＳに起因する子ども

の犯罪被害を未然に防止するため、

さまざまな媒体を活用した広報啓発

やＳＮＳ上の児童の性被害につなが

る不適切な書き込みに対する注意喚

起等の先制的な対策を推進します。 

警察本部 

（少年課） 

 

３．重点テーマ「女性を犯罪から守る」  

 
令和３年度の取組概要 令和４年度の取組方向（予定） 主担当部 

【「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の運営及び相談体制の強化】 

「みえ性暴力被害者支援センター 

よりこ」において、過去最多を記録した

昨年度を上回るペースで推移する性暴

力に関する相談に対して、臨時的な相談

員の増員や、幅広い年代が気軽に相談す

ることのできる SNS 相談の実施などを

通じ、きめ細やかな対応を行いました

（相談件数：令和２年度：６２３件、令

和３年度１月末時点：５２９件〈前年度

同月比＋２８件〉）。 

 また、みんなでつくろか みえの予算

（通称：みんつく予算）を活用した事業

の一環で、性暴力被害者支援看護職（以

下、SANEと言う。）の養成を支援し、SANE

養成カリキュラムを修了した３名の看

護職を、「みえ性暴力被害者支援センタ

ー よりこ」の連携病院へ配置すること

 引き続き増加の見込まれる性暴力

に関する相談に対し、増員後の相談

員数を維持するとともに、SNS相談を

継続することで対応していきます。 

 また、「みえ性暴力被害者支援セン

ター よりこ」が支援を行うために

必要となる関係機関との情報共有や

業務調整を行うコーディネーターを

新たに採用し、性暴力の被害者を直

接支援する相談員の負担を軽減する

ことで、相談体制のさらなる強化を

図ります。 

環境生活部 

（くらし・交通安全課） 
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で、相談体制の強化を図りました。 

【「配偶者からの暴力防止等連絡会議」】の開催 

ＤＶ被害者支援について、関係機関に

よる「配偶者からの暴力防止等連絡会

議」を県内５か所で開催し、情報共有・

意見交換等を行うとともに、女性（婦人）

相談員等の専門性向上のための研修を

２回行いました。 

令和２年３月に策定した「三重県

ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本

計画第６次計画」に基づき、ＤＶ被

害者の適切な保護・自立支援や性別

にとらわれない相談を行えるよう関

係機関と連携した取組を進めるとと

もに、引き続き、ＤＶ対応と児童虐

待対応との連携強化を図ります。 

子ども・福祉部 

（子育て支援課） 

【SNS相談及び DV防止に係る啓発】 

令和２年６月から開始したＬＩＮＥ

による相談は、新型コロナウイルス感染

症の影響による在宅勤務や外出抑制の

ため、電話相談や来所での相談がしにく

い方にも利用しやすくなったと考えら

れます。 

 また、ＤＶや性暴力・性犯罪を防止す

るための啓発として、女性に対する暴力

をなくす運動期間を中心に県内４６か

所の施設で相談窓口案内のミニカード

（名刺サイズ）やポケットティッシュを

女性が持ち帰りやすい場所などに配置

しました。 

また、ＤＶを許さない社会意識の

醸成に向けて啓発を行います。特に、

新型コロナウイルス感染症の影響に

よる社会活動の変化やＤＶそのもの

に関する認識の広がりなどにより、

ＤＶ相談内容についても複雑化・多

様化が懸念されることから、適切な

支援を受けられるよう対応職員の能

力向上や関係機関と連携強化に努め

ます。 

子ども・福祉部 

（子育て支援課） 

【人身安全関連事案への対応】 

ストーカー・ＤＶ事案等の人身安全関

連事案を受理した際は、関係部門が連携

し、加害者の検挙、ストーカー規制法に

基づく警告、禁止命令等の行政措置や被

害者に対する防犯指導、避難措置等の支

援を迅速・的確に講じ、被害の未然防

止・拡大防止に努めました。引き続き、

被害者の安全確保を最優先とした迅

速・的確な組織対応を推進する必要があ

ります。 

ストーカー・ＤＶ事案等の人身安

全関連事案は、事態が急展開して重

大事件に発展するおそれが高い事案

であることを念頭におき、関係部門

が連携した上、加害者の検挙、行政

措置等を講じるとともに、被害者に

対する防犯指導、避難措置等の支援

について丁寧に説明して安心感の醸

成に努めるなど、被害者等の安全確

保を最優先とした迅速・的確な組織

対応を徹底します。 

警察本部 

（人身安全対策課） 
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４．重点テーマ「高齢者を犯罪から守る」  

 
令和３年度の取組概要 令和４年度の取組方向（予定） 主担当部 

【消費者トラブル防止に向けた出前講座の実施】 

 高齢者の消費者トラブル防止に向け、

県内各地で出前講座等を実施しました

（13箇所 258人参加（２月末））。 

 

消費生活相談件数に占める高齢者

の割合は、４割程度と高くなってい

ることから、高齢者の消費者トラブ

ル防止に向け、県内各地で出前講座

等を行います。 

環境生活部 

（くらし・交通安全課） 

【「消費者啓発地域リーダー」養成講座の開催及び消費者安全確保地域協議会の設置促進】 

地域での啓発活動や見守り活動の担

い手となる「消費者啓発地域リーダー」

を養成する講座を４地域で開催した結

果、新たに 33 名の登録を得ました（登

録者数計 86名）。さらに、地域リーダー

に定期的に啓発情報を提供するととも

に、フォローアップ講座を開催（１地域

及びオンライン開催）し、各地域におけ

る啓発活動の実施を支援しました。 

 地域の見守り力向上のため、引き続

き、地域リーダーの養成を進めるととも

に、消費者に身近な市町における消費者

安全確保地域協議会（見守りネットワー

ク）の設置を促進していく必要がありま

す。 

「消費者啓発地域リーダー」によ

る地域における自主的な取組、啓発

活動を促進します。また、消費者に

身近な市町における見守り体制の充

実のため、消費者安全確保地域協議

会（見守りネットワーク）の設置に

向けた働きかけを行います。 

環境生活部 

（くらし・交通安全課） 

【関係機関・事業者と連携した特殊詐欺被害防止対策の推進】 

特殊詐欺の被害を減少させるため、

「県民の警戒心・抵抗力を向上させる防

犯指導・広報啓発の推進」、「犯人からの

電話等を直接受けないための環境整備

の促進」及び「金融機関、コンビニエン

スストア等と連携した水際対策の推進」

を基本方針として、関係機関・事業者等

と連携し、発生実態に応じた被害防止対

策を推進した結果、認知件数・被害額と

もに前年と比べ減少しました。一方で、

依然として高齢者を中心とした被害は

後を絶たないことから、引き続き、発生

特殊詐欺の被害を減少させるた

め、「県民の警戒心・抵抗力を向上さ

せる防犯指導・広報啓発の推進」、「犯

人からの電話等を直接受けないため

の環境整備の促進」及び「金融機関、

コンビニエンスストア等と連携した

水際対策の推進」を基本方針として、

関係機関・事業者等と連携し、発生

実態に応じた被害防止対策を推進し

ます。 

警察本部 

（生活安全企画課） 
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実態に応じた対策を推進する必要があ

ります。 

 

５．重点テーマ「近年懸念される犯罪等に対する安全・安心を確保する」  

 
令和３年度の取組概要 令和４年度の取組方向（予定） 主担当部 

【成人年齢引き下げに係る周知啓発】 

 若年者の消費者トラブルの防止や民

法の成年年齢の引下げを見据え、教育機

関と連携し「青少年消費生活講座」（14

校 20回（２月末））や「小・中学校消費

生活出前講座」（小学校３校、中学校７

校（予定））を実施するとともに、ラジ

オのパーソナリティが学校を訪問して

注意喚起を行う高校訪問事業（高校６校

（予定））を実施しました。また、県内

高等学校、特別支援学校の生徒等に成年

年齢引下げに関するチラシを配付しま

した。さらに、テレビやラジオ、映画館

で啓発ＣＭを放送するとともに、ＳＮＳ

を活用した啓発（３月予定）を実施する

など、多様な情報媒体による取組を行い

ました。 

 引き続き、さまざまな手法による消費

者啓発・消費者教育を実施するととも

に、若年者の参画を得ながら取組を推進

していく必要があります。 

民法の成年年齢引下げを受けて、

教育機関等と連携しながら、若年者

を対象とした出前講座等を実施する

など、若年者向けの消費者教育に取

り組みます。また、多様な情報媒体

の活用や若年者の参画を得ながら、

若年者が消費者トラブルに遭うこと

なく、自立した消費者として行動す

るための知識と意識を高めるための

取組を推進します。 

環境生活部

（くらし・交通安全課） 

【薬物乱用防止に係る啓発及び検査】 

 「令和３年度三重県薬物乱用対策推進

計画」に基づき、警察本部、教育委員会

等の関係機関と連携し、薬物乱用防止に

関する啓発（街頭啓発７回、啓発者数

7,270 人）、立入検査（医療用麻薬等取

扱い施設の立入検査 1,088 回）、再乱用

防止（薬物依存者等の相談応需 18 件、

薬物依存者の家族教室の開催４回）に取

り組みました。引き続き、関係機関と連

関係機関と連携し、引き続き、計

画的な啓発や取締り、再乱用防止等

を実施し、大麻等の薬物乱用防止対

策に取り組みます。 

医療保健部 

（薬務課） 

 



 

20 

 

携し、大麻等の薬物乱用防止対策に取り

組む必要があります。 

【サイバー犯罪の取締り推進】 

サイバー空間の脅威に対し、サイバー

犯罪の取締りを推進するとともに、知見

を有する学術機関、民間事業者と連携

し、被害防止対策を実施しました。また、

サイバー捜査演習用資機材を活用した

実践的訓練等により、職員の対処能力向

上に努めました。一方でサイバー犯罪に

関する相談が高止まりとなっているこ

とから、引き続き、サイバー犯罪の取締

りを推進するとともに産学官が連携し

た被害防止対策を実施する必要があり

ます。 

サイバー空間の脅威に的確に対処

するため、知見を有する学術機関、

民間事業者等との連携を一層強化す

るとともに、サイバー犯罪の取締り、

産学官連携の枠組を通じた被害防止

対策、演習用資機材を活用した実践

的な訓練等に取り組みます。 

警察本部 

（サイバー犯罪対策課） 

【テロの未然防止に係る取組】 

 大規模集客施設や公共交通機関との

合同訓練を実施するなど、官民一体とな

ってテロの未然防止に向けた取組を推

進しました。 

 テロの脅威が継続する中、引き続き、

関係機関や民間事業者、地域住民の皆さ

んと緊密に連携した官民一体によるテ

ロ対策を推進する必要があります。 

テロの脅威が継続する中、今後開

催が予定されている大規模行事等を

見据え、テロの未然防止に向けて、

引き続き県民の皆さんの理解と協力

を得ながら諸情勢を踏まえつつ、テ

ロ対策パートナーシップ参画事業者

等との合同訓練など官民一体による

各種テロ対策を推進します。 

警察本部 

（警備企画課） 

【犯罪に対する検挙力の向上】 

犯罪に対する検挙力の向上のため、捜

査支援分析課を新設し、捜査情報に対す

る高度な分析等を実施するとともに、迅

速・的確な初動捜査の推進、科学技術の

活用等、捜査力・執行力の総合的な充

実・強化のための取組を推進しました。 

犯罪に対する検挙力の向上のた

め、捜査情報に対する高度な分析等

を実施するとともに、迅速・的確な

初動捜査の推進、科学技術の活用等、

捜査力・執行力の総合的な充実・強

化のための取組を推進します。 

警察本部 

（刑事企画課） 

【警察活動に係る基盤強化】 

さまざまな警察事象に迅速・的確に対

応するため、朝日町への交番の新設、老

朽化した駐在所の建替整備（７か所）、

パトカー未配備の駐在所へのパトカー

の配備（４か所）を進めました。引き続

き、交番・駐在所の建替整備や装備資機

地域の実情や、社会の変化に適応

するため、老朽化した交番・駐在所

の建て替えやパトカーの配備、装備

資機材の充実など、警察活動を支え

る基盤の強化に取り組みます。 

警察本部 

（地域課） 
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材の充実・強化などを図る必要がありま

す。 

 

６．重点テーマ「交通事故ゼロ・飲酒運転ゼロをめざす」  

 
令和３年度の取組概要 令和４年度の取組方向（予定） 主担当部 

【「三重県交通安全条例」に係る周知啓発】 

県内の交通事故死者数・交通事故死傷

者数は、長期的に減少傾向が続いていま

す。 

令和３年中の交通事故死者数は、統計

が残る昭和 29年以降最少を更新する 62

人、交通事故死傷者数は、平成以降最少

となった前年からさらに 10％以上減少

した 3,400人となりました。 

また、令和３年３月に制定した「三重

県交通安全条例」について、コロナ禍と

いう社会情勢を鑑み、新たな手法とし

て、ＳＮＳを用いた周知啓発を実施する

ことにより、県民の交通安全意識・交通

マナーの向上、および自転車損害賠償責

任保険等への加入促進を図りました。 

四季の交通安全運動をはじめとす

る広報・啓発活動を推進するととも

に、子どもから高齢者まで幅広い県

民の皆さんを対象にした参加・体

験・実践型の交通安全教育を実施し

ます。 

環境生活部 

（くらし・交通安全課） 

【高齢者の交通事故防止に係る取組】 

高齢者の交通事故防止に向け、高齢者

のニーズに応じて、安全運転サポート車

等の普及促進や、「運転免許証自主返納

サポートみえ」の一層の周知などに取り

組むとともに、高齢運転者を対象とした

安全教育とあわせて進めていくことで

相乗効果を高める取組を推進しました。 

高齢者の交通事故防止対策とし

て、市町や関係団体と連携し、安全

運転サポート車等の普及啓発に加え

て、高齢運転者の運転継続に向けた

取組を進めるとともに、「運転免許証

自主返納サポートみえ」の登録事業

者の拡大に努めます。 

また、高齢運転者を対象とした安

全教育とあわせて進めていくことで

相乗効果を高める取組を推進しま

す。 

環境生活部 

（くらし・交通安全課） 

【参加・体験・実践型の交通安全教育への取組】 

交通安全研修センターにおいて、子ど 交通安全研修センターにおいて、 環境生活部 
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もから高齢者に至る幅広い県民の皆さ

んを対象に、施設、設備の強みを生かし

た参加・体験・実践型の交通安全教育研

修を 2,111人に対し実施しました。 

また、地域での指導者養成を目的とし

た講習、大きな社会問題となっている高

齢運転者等に特化した講習を重点的に

推進しました。 

子どもから高齢者に至る幅広い県民

の皆さんを対象に、施設、設備の強

みを生かした参加・体験・実践型の

交通安全教育に取り組みます。 

また、地域や職域で活動する交通

安全教育指導者養成、高齢者を対象

とした講習なども推進します。 

（くらし・交通安全課） 

【飲酒運転違反撲滅に係る再発防止対策の実施】 

令和３年８月に「第３次三重県飲酒運

転０（ゼロ）をめざす基本計画」を策定

しました。 

また、飲酒運転違反者 222人に対しア

ルコール依存症に関する受診義務通知

するとともに、酒類販売管理研修での啓

発を計 25 回、571 名に対し実施しまし

た。 

飲酒運転違反撲滅のためには再発

防止対策が重要であることから、さ

らなるアルコール依存症に関する受

診の促進、飲酒運転防止相談などの

取組を推進します。 

環境生活部 

（くらし・交通安全課） 

【交通ルール遵守と正しい交通マナーの定着に係る広報啓発】 

横断歩道における歩行者優先の取組

を一層強化するため、令和３年７月か

ら、「横断歩道“ハンドサイン”キャン

ペーン」と銘打って、関係機関・団体と

連携した通学路等における街頭活動や

広報啓発活動を推進しました。また、リ

モートによる時代に即した手法で交通

安全教室を実施しました。その結果、信

号機のない横断歩道での平均停止率は

45.8％（前年 36.3％）と前年と比べ向

上しました。このほか、依然として高い

割合で高齢者や歩行者、自転車利用者に

関連する交通事故が発生している情勢

を鑑み、各季運動等あらゆる機会を通じ

て広報啓発・交通安全教育等を実施しま

した。引き続き、歩行者保護対策、高齢

者対策など関係機関・団体と連携し、総

合的な交通事故抑止対策を講じて、交通

ルール遵守と正しい交通マナーの定着

を図る必要があります。 

歩行者保護対策に関しては、現在

実施している「横断歩道“ハンドサ

イン”キャンペーン」の一層の定着

化に向けて工夫を凝らした取組を推

進するとともに、通学路をはじめと

した生活道路における街頭活動を強

化します。 

高齢者対策に関しては、高齢者の

特性を踏まえた上で、交通事故の多

角的な分析結果に基づき、効果的な

広報啓発や交通安全教育を実施する

などきめ細やかな対策を推進しま

す。 

引き続き、交通ルール遵守と交通

マナーの向上に向け、関係機関・団

体と連携し、総合的な交通事故抑止

対策を推進します。 

警察本部 

（交通企画課） 
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【歩行者の安全確保のための交通安全施設等の適正管理】 

歩行者の安全を確保するため、摩耗し

た横断歩道等道路標示の塗り替え

（3,700本）や視覚障害者を主とした歩

行者支援システムの新設（40 か所）を

進めるとともに、老朽化した信号制御機

（170基）や信号柱（71本）を更新しま

した。 

加えて、道路交通環境の変化等により

実態に合わなくなった交通規制の見直

しを進め、信号機（13 基）や道路標識

（525本）を撤去し、交通安全施設の適

正管理に努めました。 

(数値については令和３年度施工予定

数) 

歩行者の安全を確保するため、摩

耗した横断歩道等道路標示の塗り替

えを進めるとともに、信号制御機を

始め老朽化した交通安全施設の更

新・整備を推進します。 

また、道路交通環境の変化等によ

り実態に合わなくなった交通規制の

見直しを進めるなど、交通安全施設

等の適正管理に努めます。 

特に小学校の通学路における安全

を確保するため、教育委員会、学校、

道路管理者等と連携して、危険箇所

の安全対策を推進します。 

警察本部 

（交通規制課） 

【交通事故抑止に係る交通指導取締りの推進】 

交通事故の発生状況や地域住民からの

要望等をふまえた、移動オービス等の効果

的な活用に取り組んだほか、横断歩行者等

妨害等の重大事故に直結する交通違反に

重点を置いた交通指導取締りを進めまし

た。しかしながら、令和３年中における、

横断歩道横断中の死者が４人と前年に比

べ３人増加したことから、引き続き、重大

事故に直結する悪質性・危険性の高い交通

違反に重点を置いた交通指導取締りを一

層推進していく必要があります。 

交通事故の発生状況や地域住民か

らの要望等をふまえ、移動オービス

等の効果的な活用を図り、交通事故

の抑止に取り組みます。また、横断

歩行者等妨害や飲酒運転等の重大事

故に直結する悪質性・危険性の高い

違反に重点を置いた交通指導取締り

を推進します。 

警察本部 

（交通指導課） 
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Ⅲ 市町のアクションの紹介                        

自治体名：桑名市 取組名：お薬手帳で特殊詐欺被害防止！ 

 

〇取組の概要 

 薬の処方履歴等を記録し、医療機関を受診する

際に活用する「お薬手帳」。そのお薬手帳に特殊

詐欺被害への注意を呼び掛けるシールを貼るこ

とで、被害防止を図る取組です。 

 シールには、「キャッシュカードを『預かる、

保管する、交換する』という電話は要注意」「暗

証番号は教えない」「キャッシュカードは渡さな

い」と書かれています。 

 

 

〇注目ポイント 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、街頭

での啓発が実施しにくくなった中、多くの高齢者

が定期的に薬局を利用していることに着眼した

オリジナリティあふれる取組です。 

 外出自粛やソーシャルディスタンスの徹底な

ど、さまざまな制約がある中でも、柔軟な視点や

独創的なアイディアにより、効果的な広報が行え

るという好事例であると思います。 

 

 

 

〇担当者コメント（取組に対する思いや今後の展望をご記入いただきたいです） 

特殊詐欺被害に遭いやすい高齢者に対して注意を呼びかけるために、薬局の協力を得て、

薬局を訪れる高齢者おひとりおひとりに直接声をかけて被害防止を訴えながら、「おくすり

手帳」に注意喚起のシールを貼ることで、被害防止の意識を持っていただければとの思いか

ら実施しました。 

 

 

 

 

 

取組写真１ 

 

取組写真２ 

特殊詐欺被害への注意を呼び掛けるシール 

高齢者に特殊詐欺被害防止を訴える薬剤師 
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Ⅳ 県民・事業者の皆さんのアクションのご紹介               

団体名：大山田北小校区防犯ボランティア 

 

〇取組の概要 

 下校時に通学路で〝ながらパトロール〟として、 

それぞれのライフスタイルに合わせた見守り活動を 

行っているほか、桑名地域生活安全協会と連携した 

青パトでの合同パトロールを月１～２回実施してい 

ます。 

 また、季節の行事（ハロウィン、クリスマス等） 

に合わせた子どもたちへの注意喚起を実施してい 

るほか、防犯ボランティア会議を年１～２回開催 

し、メンバー同士の結束を深めています。 

 

〇注目ポイント 

 PTAや学校関係者など、現役世代が中心となり 

活動している点が特色です。全 PTA会員に「防犯 

パトロール中」の名札を配付して活動への参加を 

呼びかけるなど、人員の確保にも努めています。 

 また、季節の行事ごとにおける啓発活動では、 

子どもたちに親しみを持ってもらえるような工夫 

（行事に合わせた仮装）をしています。子どもた 

ちの楽しそうな顔が、会員のモチベーション向上 

につながっています。 

 

 

 

〇活動メンバーコメント 

防犯活動は気持ちさえあれば誰にでもできます。毎日の見守りに加え、季節毎にも子ども

も大人も楽しめるイベントを盛り込み、工夫をしながら、無理をせず長く続けられる活動を

していってもらいたいです。 

 

 

 

 

夏休みの見守りでハンドタオル 

を配布する様子 

ハロウィンの日にお菓子や誘拐防止

のチラシを配布し啓発する様子 
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団体名：桜地区安全安心まちづくりの会 

 

〇取組の概要 

 青パトや徒歩により地区全体のパトロールを 

行っています。活動内容は地区内自治会行事へ 

の支援、さらに中学生の下校時に教職員・警察 

署員と挨拶運動を兼ねた見守りを実施するなど 

子どもたちの安全にも気を配っています。 

 さらに、年金支給日には警察署員と合同で地 

区内各金融機関での振り込め詐欺防止の活動も 

行っています。 

 

〇注目ポイント 

 「できる人が、できる時に、できる事をする」 

モットーにしており、無理をしない自由な、縛り 

のない、どの組織からも強制・強要されない活動 

をする。 

但し、協力は惜しまない。その考え方が継続し 

た活動につながっています。 

 地区内の小中学校の運営協議会や駐在所との 

情報共有・意見交換により、地域と連携した防 

犯活動を実現しています。 

 また、防犯ボックスを活動拠点の一つとし、 

防犯に関する啓発を行っています。 

 

〇活動メンバーコメント 

 

気楽に、気長に、できる範囲で！！ 

 強制しない、強要されない、但し協力はする、 

 無理な活動はしない。 

  

 自分たちの街は自分たちで守る。 

 会員相互の防犯に対する意識高揚とする。 

 

 

 

 

写真１に関する説明 

中学校での見守りの様子 

振り込め詐欺防止活動の様子 

行政との意見交換会の様子 

活動拠点の防犯ボックス 
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Ⅴ 数値目標の進捗状況                         

１、基本目標 

目標項目 
目標設定時 

(平成 30 年) 

昨年度値 

（令和２年） 

現状値 

（令和３年） 

目標値 

（令和５年） 

刑法犯認知件数 11,247件 8,560件 7,410件 7,500件未満 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標項目 
目標設定時 

(平成 30 年) 

昨年度値 

（令和２年） 

現状値 

（令和３年） 

目標値 

（令和５年） 

交通事故死者数※１ 87人 73人 62人 60人以下 

※１ 交通事故発生から 24 時間以内に死亡した人の数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

221 

211 

167 

135 
112 

87 
62 

参考：三重県の交通事故死者数の推移

50 人

60 人

70 人

80 人

90 人

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

アクションプログラム計画期間における

交通事故死者数の推移

交通事故死者数 目標値

※順調に推移し、来年度(R4)には目標値を達成できそうである ※減少傾向で推移しており、令和３年は統計の残る昭和 29 年 

※順調に推移し、目標値を達成することができた ※平成 14 年をピークに減少傾向にあり、令和３年は戦後最小を 

7,000 件
7,500 件
8,000 件
8,500 件
9,000 件
9,500 件

10,000 件
10,500 件
11,000 件
11,500 件
12,000 件

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

アクションプログラム計画期間における

刑法犯認知件数の推移

刑法犯認知件数 目標値

39,246 

47,600 

28,103 

23,425 

17,550 

11,247 

7,410 

参考：三重県の刑法犯認知件数の推移

更新した。 

 以降最小を更新した。 

 

87 人 

62 人 

目標値 

 

60 人 

 

11,247 件 

7,410 件 

目標値 

 

7,500 件 
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目標項目 
目標設定時 

※３ 

昨年度値 

（令和２年） 

現状値 

（令和３年） 

目標値 

（令和５年） 

地域の防犯・交通安全

活動に参加したこと

がある人の割合※２ 

31.9％ 29.4％ 22.4％ 37.5％ 

※２ 割合は、三重県「e モニターアンケート」における回答結果 

※３ 三重県「eモニターアンケート」における数値は、「目標設定時数値」が令和元年度、「昨年度

値」は令和２年度、「目標値」は令和 5年度実施結果の値を指します。 

 

 
  

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%

30.00%

35.00%

40.00%

令和元年度 令和２年度 令和３年度

地域の防犯・交通安全活動に参加したことがある人の割合の推移

活動参加割合 目標値

31.9％ 

 

22.4％ 

 

目標値 

 

37.5％ 

 

※地域の防犯・交通安全活動に参加したことがある人の割合は、目標設定時の割合(31.9％)から、令和３年度は 22.4％と 

約 10％減少している。 

※目標値を達成するため、より多くの県民へ防犯・交通安全活動の有効性を示し、活動への参加を呼び掛ける必要がある 
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２、重点テーマ活動指標 

重点テーマ 目標項目 

目標 

設定時 

(R元年度) 

昨年度値 

（R２年度） 

実績値 

(R３年度) 

目標値 

(R５年度) 

１ 
地域の防犯力を 

高める※ 

安全・安心まちづくり

地域リーダーの配置

市町数 

15市町 16市町 17市町 29市町 

※県が実施する「安全・安心まちづくり地域リーダー養成講座」の修了者が配置された市町数 

 

 

 

 

重点テーマ 目標項目 

目標 

設定時 

(R元年度) 

昨年度値 

(R２年度) 

実績値 

(R３年度) 

目標値 

(R５年度) 

２ 
子どもを 

犯罪から守る※ 

「居住する地域内で

子どもが犯罪被害か

ら守られている」と 

感じる人の割合 

47.6％ 47.0％ 50.0％ 56.0％ 

※目標項目は、電子アンケートシステム「三重県 e モニター」の調査結果において、「感じる」及び

「どちらかと言えば感じる」と回答した人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.00%

45.00%

50.00%

55.00%

60.00%

令和元年度 令和２年度 令和３年度

「子どもが犯罪被害から守られている」と感じる人の割合

各年度の割合 目標値

※目標値を達成するためには、より多くの県民が居住する地域で行われ活動を知ることができるよう、防犯活動の可視化していく 

 必要があると考えられる（刑法犯認知件数は減少していることから、実際の活動を知ってもらうことが重要であると考えられる）。 

47.6％ 

 

50.0％ 

 

※「居住する地域内で子どもが犯罪被害から守られている」感じる人の割合は、目標設定時の割合(47.6％)から、令和３年度は 50.0％

と微増となっている。 

約 10％減少している。 

目標値 

 

56.0％ 
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重点テーマ 目標項目 

目標 

設定時 

(R元年度) 

昨年度値 

(R２年度) 

実績値 

(R３年度) 

目標値 

(R５年度) 

３ 
女性を 

犯罪から守る※ 

「居住する地域内で

女性が犯罪被害から

守られている」と 

感じる人の割合 

21.2％ 23.2％ 20.9％ 28.0％ 

※目標項目は、電子アンケートシステム「三重県 e モニター」の調査結果において、「感じる」及び

「どちらかと言えば感じる」と回答した人の割合 
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令和元年度 令和２年度 令和３年度

「女性が犯罪被害から守られている」と感じる人の割合

各年度の割合 目標値

※「居住する地域内で女性が犯罪被害から守られている」感じる人の割合は、目標設定時の割合(21.2％)から、令和３年度は 20.9％

と微減となっている。 

約 10％減少している。 ※目標値を達成するためには、より多くの県民が居住する地域で行われ活動を知ることができるよう、防犯活動の可視化していく 

 必要があると考えられる（刑法犯認知件数は減少していることから、実際の活動を知ってもらうことが重要であると考えられる）。 

21.2％ 

 

20.9％ 

 

目標値 

 

28.0％ 
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重点テーマ 目標項目 

目標 

設定時 

(R元年度) 

昨年度値 

(R２年度) 

実績値 

(R３年度) 

目標値 

(R５年度) 

４ 
高齢者を 

犯罪から守る 

「居住する地域内で

高齢者が犯罪被害か

ら守られている」と 

感じる人の割合 

30.5％ 32.4％ 32.1％ 37.3％ 

※目標項目は、電子アンケートシステム「三重県 e モニター」の調査結果において、「感じる」及び

「どちらかと言えば感じる」と回答した人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点テーマ 目標項目 

目標 

設定時 

(R２年度) 

昨年度値 実績値 目標値 

５ 

近年懸念される

犯罪等に対する

安全・安心を 

確保する 

地域の防犯活動団体

(県民・事業者)の統一

リスト作成市町数 

０市町 ― １市町 10市町 

※テーマ５における活動指標は、直近の犯罪情勢等をふまえた議論を経て毎年度目標を設定すること

となっているため、昨年度値はありません。また、目標値は令和３年度のものです。 
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令和元年度 令和２年度 令和３年度

「高齢者が犯罪被害から守られている」と感じる人の割合

各年度の割合 目標値

※「居住する地域内で高齢者が犯罪被害から守られている」感じる人の割合は、目標設定時の割合(30.5％)から、令和３年度は 32.1％

と微増となっている。 

約 10％減少している。 ※目標値を達成するためには、より多くの県民が居住する地域で行われ活動を知ることができるよう、防犯活動の可視化していく 

 必要があると考えられる（刑法犯認知件数は減少していることから、実際の活動を知ってもらうことが重要であると考えられる）。 

30.5％ 

 

32.1％ 

 

目標値 

 

37.3％ 
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重点テーマ 目標項目 
現状値 

(R元年度) 

昨年度値 

(R２年度) 

実績値 

(R３年度) 

目標値 

(R５年度) 

６ 

交通事故ゼロ・ 

飲酒運転ゼロを 

めざす 

交通事故死傷者数 6,223人 3,732人 3,400人 
3,700人以

下 

※テーマ６の現状値は、平成 30年中の交通事故死傷者数です。 

 

 

３、目標達成に伴う基本目標及び活動指標の更新について 

以下の基本目標及び重点テーマの活動指標に関して、令和３年度で目標値を達成したこと

から、令和５年度までの目標値を以下のとおり更新します。 

 

基本目標：刑法犯認知件数 

当初目標値 
令和３年度 

実績値 

新目標値 

（令和５年） 

7,500件未満 7,410件 6,300件未満 

 

 

重点テーマ６交通事故ゼロ・飲酒運転ゼロをめざす： 

当初目標値 
令和３年度 

実績値 

新目標値 

（令和５年） 

3,700人以下 3,400人 3,100人以下 
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Ⅵ 令和３年度の総括  ～成果と課題をふまえた今後の取組の方向性～      

１．令和３年度における成果 

〇 地域の防犯活動等をけん引する意志のある方などを対象に、「安全安心まちづくり地域

リーダー養成講座」を開催し、新たな地域リーダーを 27 名養成するとともに、２市町に

新たなリーダーを配置することができました。 

また、地域リーダーを対象としたフォローアップ講座を書面で実施することで、コロナ 

禍で対面開催が難しい中ではありますが、さらなるスキルアップや、ノウハウの共有を図

りました。 

   

○ アクションプログラム・第２弾や県の安全安心まちづくりの取組について広く県民の皆

様へ説明する「安心して暮らせるまちづくり出前講座」を３団体（約 55 人）に対して実

施しました。 

 

〇 市町担当者とのオンライン意見交換会を実施し、市町ごとに異なる防犯の取組状況の把

握に努めるとともに、関係機関（警察署・教育委員会等）との連携を呼びかけました。 

  また、令和３年度の重点目標である地域の防犯活動団体（県民・事業者）の統一リスト 

に関して、１市で作成することができました。 

 

〇 アクションプログラムの主軸となる３分野（県・警察・教育委員会）により、ワーキン

ググループを実施し、「県主催イベントと警察本部主催イベントの統合開催」や「地域リ

ーダー養成講座における３分野での取組説明」といった連携を実現しました。 

  そのうち「県主催イベントと警察本部主催イベントの統合開催」については、結果とし 

て新型コロナウイルスの影響で中止となったものの、開催目的や参加対象者が重複してい 

るイベントを共催とすることで、県と警察本部の連携強化や参加者の利便性向上につなげ 

ることができました。 

 

〇 これまで取組が手薄だった事業者に向けた取組について検討を始め、「犯罪のない安全

で安心な三重のまちづくり推進会議」で意見を聴取したほか、安全安心まちづくりの取組

において重要な位置づけにあると思われるいくつかの事業者団体へヒアリングを実施す

るなど、来年度以降の取組加速に向けた準備を行いました。 

 

〇 新型コロナウイルスの影響も踏まえた今後のありかたについては、県外事例の情報収集  

 を行い、コロナ禍における活動では、「オンラインを活用した活動」、「感染リスクの低い

活動へのシフト」、「代替措置の検討、実施」という３パターンの工夫があることがわかり 

ました。 
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２．令和３年度の課題 

１、事業者に対する取組の促進 

 「事業者」は、「県民」や「自治体(県・市町)」と並ぶアクションの重要な担い手ですが、 

その活動促進については、これまでほとんど取組ができていませんでした。事業者と連携 

した取組を進めるため、各事業者に対する支援体制の構築や、事業者団体への防犯取組に 

係る協力を働きかける必要があります。 

また、他県では、事業者団体や各事業者をはじめとした関係機関が多数参画し、連携し 

て防犯活動を行う全県推進組織が組織されている例がありますが、三重県にはそういった

組織が現状存在しません。オール三重で安全安心まちづくりに向けた取組を進めるべく、

事業を全県で推進していくための仕組みを検討する必要があります。 

 

 

２、市町における防犯ボランティア団体の把握と関係機関との連携 

市町担当者との意見交換会を実施したところ、安全で安心なまちづくりにおいて大きな

役割を持つ地域の防犯ボランティア団体を、十分に把握している市町は少ないことがわか

りました。また、防犯に係る取組状況について、市町ごとに関係機関（警察分野、教育分

野）との連携状況に濃淡があることもわかりました。 

 地域の防犯ボランティア団体に必要な支援がいきわたるようにするため、団体の把握に

向けた取組を支援するとともに、限られたリソースの中で効果的に事業を進めていくため、

関係機関との連携を促進していく必要があります。 

また、令和３年度の重点目標である地域の防犯活動団体（県民・事業者）の統一リスト 

に関して、市町担当者会議等の場を通じて、市町担当者へ作成に向けた働きかけを行いま

したが、担当者レベルで警察や教育委員会と協議する機会の少ない市町が多いこともあり、

リストが作成できたのは１市町にとどまり目標達成には至りませんでした。 

  来年度以降も引き続き、統一リストの作成を市町へ働きかけるとともに、市町と警察、

教育委員会が協議する場の設定を支援するなど、関係機関との連携との連携を見据えた取

組を提案し、安全安心まちづくりに係る推進体制の強化を促進していきます。 

 

 

３、県における関係機関との連携 

  三者連携（県・県警・県教委）ワーキンググループを今年度新たに実施しましたが、 

関係者全員の参加を志向するあまり、機動性が欠けている部分がありました。 

  上記の反省を生かし、さらなる連携の強化に向けて、協議の内容に応じた柔軟な参加者

の選定や、共有スペース等での打合せの実施など、改善を図る余地があります。 
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４、「安全安心まちづくり地域リーダー」養成について 

地域の防犯活動等をけん引する「安全安心まちづくり地域リーダー」を新たに 27 名養

成することができましたが、市町単位でみると１市町の増加にとどまりました（伊賀市と

御浜町に新たに配置、リーダーの逝去により度会町が配置なしとなった）。 

  引き続き、地域等への呼びかけを進めていくとともに、市町をはじめとした関係機関と

連携し、新たな防犯ボランティア団体の掘り起こしを進める必要があります。 

 

５、県の情報発信力の向上 

  県民に「犯罪等から守られている」という安心を感じてもらうためには、自分たちの地

域でどのような防犯活動が行われているかを知ってもらうことが重要です。しかし、その

周知の要である県 HP のレイアウトが整理されておらず、また、掲載情報も長らく更新が

されていない状況です。県民の安心感向上につなげるため、重要な広報ツールである HP

を必要な情報が見つかりやすいように再構築していく必要があります。 

  併せて、事業者が連携して防犯活動を行っていくうえでもメリットを感じられるような

情報発信が行える HPにする必要があります。 

 

３．令和４年度の重点取組 

１、事業者に対する具体的な取組の検討 

  事業者との連携に向けて、事業者が防犯活動を始めるにあたって準備すべき事項や、踏 

むべき手順をとりまとめたマニュアルの作成、及び「企業価値の上昇」、「地域との関係性 

の強化」、「知名度の向上」につながるような支援制度の構築を、事業者団体も含めた多様 

な主体と意見交換しながら検討します。 

  また、上記支援制度に係る意見聴取も含め、事業者団体と連携した全県推進体制の確立 

に向けて、さらなる働きかけを進めていきます。 

 

２、市町における防犯ボランティア団体の把握と関係機関との連携への支援 

  地域で活躍する防犯ボランティア団体に必要な支援がいきわたるよう、各市町の取組状

況に応じて引き続き市町ごとの統一リスト作成を支援・促進します。 

また、そのために必要となる関係機関との連携については、県における三者連携ワーキ

ンググループでの知見を生かし、関係機関の担当者との橋渡しや効果的な協議進行等に関

する情報提供などの支援を行います。 

 

３、県関係部局のさらなる連携の推進 

  今年度の反省を踏まえ、三者連携ワーキンググループがより機動的かつ効果的に実施で

きるよう運用方法を改善しながら、連携に向けた協議を継続します。その中で、既存の取

組におけるさらなる連携や、三分野協働での新たな事業計画などを引き続き検討していき

ます。 



 

36 

 

４、「安全安心まちづくり地域リーダー」養成について 

  全市町へ「安全安心まちづくり地域リーダー」を配置するため、リーダー未配置の市町

と連携して地域への働きかけを強化するほか、県教育委員会等の関係機関が把握する活動

団体の参加を促し、リーダー数の増加による自主防犯活動の活性化、地域防犯力の底上げ

に努めます。 

 

５、県の情報発信力の向上 

  地域での防犯活動を可視化し、幅広く県民に周知することで、自分たちが守られている

という安心感を醸成するために、県 HP への防犯活動事例掲載数の増加をめざします。そ

の中でも特に、事業者による活動情報を積極的に発掘・掲載し、事業者がメリットを感じ、

活動を前向きに検討してもらえるような情報発信を行います。 

  さらに、その過程で、現在掲載中の情報の更新を行い、さらに県民にとって見やすいレ

イアウトへ再構築することで、情報発信ツールである HP の利便性の向上・情報発信力の

強化をめざします。 

  また、県や関係機関が実施する安全安心まちづくりに係る取組を報道提供するなど、メ

ディアを活用した広報についても積極的に行います。 
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４．令和４年度の重点目標 

重点目標防犯ボランティア団体・事業者等の取組の県 HPにおける掲載件数  

 

 

 

■基本的な考え方 

アクションプログラム・第２弾の活動指標である「居住する地域内で〈子ども/女性/

高齢者〉が犯罪被害から守られていると感じる人の割合」について、刑法犯認知件数が

毎年減少しているにもかかわらず、目標設定時からほぼ横ばいで推移している状況です。 

刑法犯認知件数の減少は、地域で活躍する防犯ボランティア団体等の果たす役割も大

きいことから、幅広い県民にそういった防犯活動を知っていただけるよう活動の可視化

を進めていくことで、自分たちが地域で守られているという実感を得ていただけると考

えられます。 

また、防犯活動に関して事業者等と連携を進めるうえで、事業者の取組を県の HPに掲

載することで、事業者側が取り組むメリットになると考えています。 

このことをふまえ、県の周知広報の要となる県 HPにおける防犯ボランティア団体・事

業者等の取組掲載件数を増やすことを令和４年度の重点目標とします。 
    
■取組方針 

市町をはじめとした関係機関とこまめに情報交換を行い、新規掲載団体の情報収集を

進めていきます。その中でも特に事業者の活動については、事業者団体へのヒアリング

等を通じたリサーチを実施します。 

また、新規掲載団体の情報収集と並行してすでに掲載されている６７団体の活動状況

を確認し、新型コロナウイルス感染症拡大対策なども含めた最新の活動内容への更新を

行います。 

なお、HPに掲載した防犯ボランティア団体等の活動を幅広い県民の方に知っていただ

くため、メディアでの広報を積極的に活用していきます。 

さらに、この取組を通じて把握した防犯ボランティア団体と連携して、地域住民の方

に対する活動周知を行う仕組みを検討していきます。 

※プログラム第２弾の重点テーマ「近年懸念される犯罪等に対する安全・安心を確保する」の目標項目

について、「直近の犯罪情勢等をふまえ、『犯罪のない安全で安心な三重のまちづくり推進会議』等に

おける議論を経て、毎年度、重点目標（単年度の数値目標）を設定する」こととしています。

【現状値】６７件         【令和５年度】８０件 
（令和４年度） 
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